
告 示

�愛媛県告示第８３４号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２１年５月２７日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年４厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年６厘
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�愛媛県告示第８３５号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２１年５月２７日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

取得に要する

ものを除く。）

取得に要する

ものを除く。）

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年４厘 ６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

年１分２厘５

毛

年６厘

７ 省略 ７ 省略

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

農業近代化資金の種類 利子補給率 農業近代化資金の種類 利子補給率

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

愛 媛 県 報平成２１年６月１６日 第２０７４号

５９１



法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

げる

者に

貸し

付け

る場

合

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

げる

者に

貸し

付け

る場

合

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１ 省略 １ 省略

２ 総トン数２０トン以

上の漁船の建造、取

得又は改造後の漁船

の総トン数が２０トン

以上である場合にお

けるその漁船の改造

に必要な資金

年１分１

厘

年９

厘

年１

分１

厘

年１

分１

厘

年９

厘

２ 総トン数２０トン以

上の漁船の建造、取

得又は改造後の漁船

の総トン数が２０トン

以上である場合にお

けるその漁船の改造

に必要な資金

年１分５

毛

年８

厘５

毛

年１

分５

毛

年１

分５

毛

年８

厘５

毛

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年４

厘

年４

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年６

厘

年６

厘

愛 媛 県 報平成２１年６月１６日 第２０７４号

５９２
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�愛媛県告示第８３６号
愛媛県内水面漁場管理委員会指示第５号に基づき、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり又はかかっている疑いがあると認められ

た県内の公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面の範囲を、

平成２１年５月１２日次のとおり定めた。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

二級河川来村川水系来村川及び二級河川神田川水系神田川の本支

流並びにこれらと連接して一体を成す内水面

�������
�愛媛県告示第８３７号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、南予

地方局八幡浜土木事務所及び八幡浜市役所において告示の日から起

算して３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

八幡浜市真網代乙７０番１１から同乙９５番５までの地先公有水

面及び同乙９７番２から同乙１１７番２までの地先公有水面

イ 区域

次の１点から１３点までを順次直線で結んだ線、１３点と１点

を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋０．７０５メートル）

の陸と公有水面との接する線、１４点から２９点までを順次直線

で結んだ線並びに２９点と１４点を結ぶ春分及び秋分の満潮位

（Ｔ．Ｐ．＋０．７０５メートル）の陸と公有水面との接する線

によりそれぞれ囲まれた区域

基点（八幡浜市真網代乙７９番３地先の一般国道３７８号線に

設置された金属鋲）は、北緯３３度２５分０１秒、東経１３２度２３分

１４秒の地点

１点は、基点から真北１２３度０５分３４秒３０．９１メートルの地

点

２点は、１点から真北８６度１４分１６秒９．６５メートルの地点

３点は、２点から真北８７度１５分５８秒９．０６メートルの地点

４点は、３点から真北８９度４９分４１秒１３．００メートルの地点

５点は、４点から真北９４度２４分０４秒１１．３５メートルの地点

６点は、５点から真北９９度４１分３４秒７．３２メートルの地点

７点は、６点から真北１０６度０７分３８秒９．２１メートルの地点

８点は、７点から真北１１３度１６分４３秒９．２１メートルの地点

９点は、８点から真北１１８度３１分０１秒４．２５メートルの地点

１０点は、９点から真北１２３度２３分５９秒１４．５６メートルの地

点

１１点は、１０点から真北１２７度３７分２６秒９．７９メートルの地点

１２点は、１１点から真北１２９度１５分３４秒０．５４メートルの地点

１３点は、１２点から真北１３１度３２分３９秒５．４９メートルの地点

１４点は、基点から真北１０７度４２分４１秒１９８．４９メートルの地

点

１５点は、１４点から真北１７５度１２分０７秒０．６９メートルの地点

１６点は、１５点から真北６２度４５分１０秒２．６３メートルの地点

１７点は、１６点から真北８５度０３分３１秒２．８１メートルの地点

１８点は、１７点から真北１７５度１２分０８秒１．２６メートルの地点

１９点は、１８点から真北８４度４５分３８秒０．６９メートルの地点

２０点は、１９点から真北８５度１３分１３秒５．５８メートルの地点

２１点は、２０点から真北８５度０６分４６秒５．００メートルの地点

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁

船船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年４

厘

年４

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁

船船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年６

厘

年６

厘

８ 省略 ８ 省略

愛 媛 県 報平成２１年６月１６日 第２０７４号
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２２点は、２１点から真北８５度０７分２１秒１２．４９メートルの地点

２３点は、２２点から真北８７度１３分１３秒７．３６メートルの地点

２４点は、２３点から真北９４度０７分１７秒１６．５２メートルの地点

２５点は、２４点から真北１０１度４１分４１秒１．４６メートルの地点

２６点は、２５点から真北１０４度０５分１１秒１．９４メートルの地点

２７点は、２６点から真北１５度３６分２６秒１．２６メートルの地点

２８点は、２７点から真北１１０度０５分４６秒６．７５メートルの地点

２９点は、２８点から真北１１７度４５分４５秒２．７２メートルの地点

ウ 面積

１，７６４．８２平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

八幡浜市真網代乙７０番１１から同乙１１７番１までの地先公有

水面及び陸域

イ 区域

次のア点からレ点までを順次直線で結んだ線及びレ点とア

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（八幡浜市真網代乙７９番３地先の一般国道３７８号線に

設置された金属鋲）は、北緯３３度２５分０１秒、東経１３２度２３分

１４秒の地点

ア点は、基点から真北１３５度３６分４０秒１９．３６メートルの地

点

イ点は、ア点から真北１４７度３５分５７秒２０．４５メートルの地

点

ウ点は、イ点から真北８１度１２分５２秒２０．７８メートルの地点

エ点は、ウ点から真北９５度０９分２５秒２２．３４メートルの地点

オ点は、エ点から真北１０５度５８分４６秒２４．６５メートルの地

点

カ点は、オ点から真北１２６度０３分５５秒１６．３２メートルの地

点

キ点は、カ点から真北１３３度０６分０３秒２４．７３メートルの地

点

ク点は、キ点から真北１２０度４０分５５秒１７．０９メートルの地

点

ケ点は、ク点から真北１０５度０２分５０秒３２．４８メートルの地

点

コ点は、ケ点から真北７５度４８分３９秒３０．９２メートルの地点

サ点は、コ点から真北８６度３５分５８秒４１．６６メートルの地点

シ点は、サ点から真北９０度４７分１２秒２０．６２メートルの地点

ス点は、シ点から真北３０度３１分２１秒１４．１４メートルの地点

セ点は、ス点から真北３０４度４７分５３秒８．０６メートルの地点

ソ点は、セ点から真北２９６度０１分４１秒８．０６メートルの地点

タ点は、ソ点から真北２８７度１４分０７秒８．０８メートルの地点

チ点は、タ点から真北２７７度３５分３９秒７．７７メートルの地点

ツ点は、チ点から真北２７０度０４分３０秒８．３９メートルの地点

テ点は、ツ点から真北２７９度４０分０５秒５．４０メートルの地点

ト点は、テ点から真北２７２度０４分１３秒７．３６メートルの地点

ナ点は、ト点から真北２６４度４８分５７秒１０．５０メートルの地

点

ニ点は、ナ点から真北２５７度２８分０９秒３．２６メートルの地点

ヌ点は、ニ点から真北３３９度２０分１０秒１．２４メートルの地点

ネ点は、ヌ点から真北２４５度０１分５７秒８．６３メートルの地点

ノ点は、ネ点から真北２６５度１２分５６秒１２．３７メートルの地

点

ハ点は、ノ点から真北２６８度０６分５７秒１２．９３メートルの地

点

ヒ点は、ハ点から真北２７３度３０分００秒８．３９メートルの地点

フ点は、ヒ点から真北２８１度０９分２４秒９．６８メートルの地点

ヘ点は、フ点から真北２９１度００分１８秒８．４７メートルの地点

ホ点は、ヘ点から真北２９９度０５分０３秒１０．３１メートルの地

点

マ点は、ホ点から真北３０６度１１分４３秒１４．６４メートルの地

点

ミ点は、マ点から真北３２８度５０分２３秒１９．１０メートルの地

点

ム点は、ミ点から真北３２３度１８分１４秒７．５８メートルの地点

メ点は、ム点から真北３０９度１７分３１秒９．３６メートルの地点

モ点は、メ点から真北３００度２６分５８秒１１．０１メートルの地

点

ヤ点は、モ点から真北２９５度２５分１１秒１７．５０メートルの地

点

ユ点は、ヤ点から真北２７６度１４分５３秒１１．３２メートルの地

点

ヨ点は、ユ点から真北２６０度２８分５３秒８．１９メートルの地点

ラ点は、ヨ点から真北２６３度２７分３０秒１５．８５メートルの地

点

リ点は、ラ点から真北２５８度０４分２９秒６．９２メートルの地点

ル点は、リ点から真北２４７度５４分０７秒１０．００メートルの地

点

レ点は、ル点から真北２４４度２１分０９秒１０．８１メートルの地

点

ウ 面積

７，６２９．０４平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約１，４００平方メートル

護岸用地 約３６０平方メートル

合 計 約１，７６０平方メートル

４ 出願年月日

平成２１年６月１日

�������
�愛媛県告示第８３８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 日時 平成２１年７月１日（水）午後２時から

２ 場所 西予市宇和町卯之町三丁目４３９番１

西予市宇和保健センター「集団指導検診室」

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

西予都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の案

について

� 案件の概要

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マ

愛 媛 県 報平成２１年６月１６日 第２０７４号

５９４
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スタープラン）は、一体の都市として整備、開発及び保全すべ

き区域として定められる都市計画区域全域を対象として、愛媛

県が広域的な見地から、長期的視点に立った都市の将来像を明

確にし、その実現に向けた大きな道筋を明らかにするため、区

域区分の有無をはじめとした都市計画の基本的な方針を定めた

ものである。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（宇和・野村・三

瓶都市計画区域内の住民ならびに利害関係者に限る）は、意見

の要旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提

出すること。

� 申出の期限

平成２１年６月２６日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問い合わせ先

〒７９０－８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課

（電話 ０８９－９１２－２７３８）

�������
�愛媛県告示第８３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市金子土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年６月１６日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 坂 本 茂 久 新居浜市滝の宮町４番１３号

〃 神 野 哲 彰 新居浜市政枝町一丁目１０番２号

〃 永 井 多加茂 新居浜市北新町４番８号

〃 岩 佐 恒 男 新居浜市西の土居町二丁目４番２５号

〃 松 本 忠 夫 新居浜市江口町８番３１号

〃 藤 田 孝 三 新居浜市高木町１０番２９号

〃 藤 田 和 利 新居浜市河内町７番１０号

〃 永 井 純 司 新居浜市新田町一丁目１４番４号

〃 横 山 毅 新居浜市一宮町一丁目７番３７号

〃 加 藤 良 一 新居浜市久保田町一丁目３番２６号

〃 神 野 則 彦 新居浜市久保田町二丁目８番４４号

〃 佐 藤 敏 夫 新居浜市西の土居町二丁目１５番１８号

監 事 河 野 哲 新居浜市久保田町二丁目７番７号

〃 飯 塚 信 也 新居浜市政枝町一丁目５番１号

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 矢 野 秋 好 新居浜市宮西町１番２９号

〃 坂 本 茂 久 新居浜市滝の宮町４番１３号

〃 青 木 忠 好 新居浜市久保田町三丁目２番１５号

〃 神 野 強 新居浜市久保田町二丁目７番３号

〃 佐 野 秀 夫 新居浜市西の土居町二丁目１３番６号

〃 今 村 勝 新居浜市政枝町一丁目７番９号

〃 岩 佐 恒 男 新居浜市西の土居町二丁目４番２５号

〃 松 本 忠 夫 新居浜市江口町８番３１号

〃 藤 田 孝 三 新居浜市高木町１０番２９号

〃 藤 田 憲 弘 新居浜市江口町１４番２１号

〃 藤 田 和 利 新居浜市河内町７番１０号

〃 永 井 純 司 新居浜市新田町一丁目１４番４号

監 事 山 内 孝 之 新居浜市久保田町三丁目３番１６号

〃 加 藤 仁 新居浜市政枝町一丁目１番３０号

�������
�愛媛県告示第８４１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、今治市から協議のあった市営土地改良事業（ほ場整備事業・

畑寺地区）の施行に平成２１年６月３日同意した。

平成２１年６月１６日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

�愛媛県告示第８４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番７９ 平成２１年６月１６日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市大永山字須領スズ尾３４４番７から同３４４番９まで 平成２１年６月１６日

愛 媛 県 報平成２１年６月１６日 第２０７４号
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公 告

�公 告

愛媛県労働委員会第３９期委員候補者の推薦について

第３８期愛媛県労働委員会委員の任期が平成２１年８月２６日で満了す

るので、労働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という。）

第１９条の１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号。

以下「政令」という。）第２１条第１項の規定により、愛媛県労働委

員会の労働者委員又は使用者委員の候補者を推薦する資格を有する

労働組合又は使用者団体は、それぞれの次期委員候補者を次により

推薦してください。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 推薦者の資格

� 労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合は、

法第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２項の規定

に適合するとの立証を受けている労働組合であり、かつ、愛媛

県の区域内のみに組織を有するものです。

� 使用者委員の候補者について推薦資格を有する使用者団体は、

労働問題を取り扱うことを主な目的としているか、又は業務の

主要な部分としている使用者団体であり、かつ、愛媛県の区域

内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員となる

ことができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員が委員

に任命される場合は、その身分関係を規律する他の法律の規定に

より制約を受けます。

３ 推薦期間

平成２１年６月１７日（水）から３０日（火）まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成２１年６月３０日（火）までに愛媛県経

済労働部管理局労政雇用課へ到着するよう提出してください。

なお、推薦書には、次の書類を添付してください。

� 労働組合については、政令第２１条第３項の規定による愛媛県

労働委員会の証明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

キ 所属政党

�愛媛県告示第８４２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第１３８３２号 平成１９年
９月２９日 新日本ハウス（株） 上甲 修三 松山市久万ノ台９３０－４ 平成２１年

５月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１５１８８号 平成１６年
９月１日 （株）カスタム環境開発 山本 守厚 松山市清住２－１０９２－５ 平成２１年

５月７日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第７１４号 平成１９年
３月２６日 面河建設（株） 西岡 久夫 上浮穴郡久万高原町中組

９６７
平成２１年
５月７日

土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１５５６２号 平成１６年
６月７日 （株）アイ・エヌ・エス 松下 晃 松山市空港通１－１３－１７ 平成２１年

５月１４日 電気通信工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１６００４号 平成１８年
８月２９日 （株）遊建 石丸 秀久 松山市西垣生町８０２－９ 平成２１年

５月１４日 大工工事業 建設業の廃止
（一部）

（般・特－１８）第４９９
号

平成１９年
２月２０日 （株）門田組 門田 英治 松山市三番町１－６－１４ 平成２１年

５月２５日

建築工事業
大工工事業
左官工事業
とび・土工工事業
石工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業
板金工事業
ガラス工事業
塗装工事業
防水工事業
内装仕上工事業
建具工事業

建設業の廃止

（特－２１）第３５１４号 平成２１年
４月１５日 椿建設（株） 大原 哲夫 松山市星岡２－１－５ 平成２１年

５月２９日

土木工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
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別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日

愛媛県知事 様

所在地

労働組合又は使用者団体の名称

代表者氏名 印

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項

労働者委員

の規定により、愛媛県労働委員会
�
�
�
�

�
�
�
�
の候補者として次

使用者委員

の者を推薦します。

氏 名 年齢

所 属 労 働 組 合

又 は 所 属 会 社

及 び そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年

法律第１７４号）第１９条の

４第１項該当の有無

���������������������������������

注 不要の文字は抹消すること
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�公 告

愛媛県県営住宅指定管理者の募集について

愛媛県県営住宅の指定管理者を次のとおり募集する。

平成２１年６月１６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 施設の概要

愛媛県中予地方局管内の愛媛県県営住宅（団地内にある集会室

や駐車場等の共同施設を含む。以下県営住宅という。）

２ 指定管理者の業務

� 入居者管理業務

入居募集、申込受付、入居順位決定（抽選）、入退居手続、

各種届出受理、各種申請書の受理及び審査、入居者指導等

� 収納等管理業務

家賃徴収、敷金徴収、口座振替手続き、収入申告受付、収

入認定補助、家賃滞納督促等

� 施設管理業務

緊急修繕及び一般修繕、空家修繕（退去修繕）、計画修繕

（別途指示するもの）、保守点検（法定点検含む）、日常

点検等

� その他管理業務

駐車場管理、自治会指導、相談及び苦情処理等

３ 管理の基準

県営住宅の管理運営基準について、愛媛県県営住宅管理条例

（昭和３５年愛媛県条例第１５号）等の趣旨を充分に理解、尊重のう

え住民サービスの向上と経費の縮減、業務の効率化を図りつつ、

適正な業務水準を確保すること。

４ 指定期間

平成２２年４月１日から平成２５年３月３１日までの３年間（予定）

５ 申請資格等

� 申請資格

申請資格を有するものは、指定期間中、適切に県営住宅の管

理を行うことができる法人その他の団体（以下「法人等」とい

う。）で、次のすべての要件を満たすものであること。

ア 愛媛県内に事務所を有する、又は設置しようとする法人等

であること。

イ 申請時に３００戸以上の賃貸住宅の管理実績（入退去事務を

含む。）があること。

ウ 次のいずれにも該当しないものであること。

� 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３１条

第１項の規定により、県における一般競争入札の参加資格

を有しない法人等

� 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）又は破産法（平成１６年法律第７５号）

の規定に基づき更生、再生又は破産手続等をしている法人

等

� 愛媛県建設工事入札参加資格停止措置要綱又は愛媛県製

造の請負等に係る入札参加資格停止措置等に関する要綱に

基づく入札参加資格停止措置を受けている法人等

� 愛媛県税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納してい

る法人等

� 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項

の規定による指定の取消しを受けたことがある法人等

� 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

� 暴力団又は暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員でな

くなった日から５年を経過しない者の統制の下にある法人

等

� 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがある

ものの代表者又は管理人を含む。）のうちに、次のいずれ

かに該当する者がいる法人等

ａ 成年被後見人又は被保佐人

ｂ 破産者で復権を得ない者

ｃ 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又

はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年を

経過しない者

ｄ 愛媛県指定管理者に係る暴力団排除措置要綱第２条に

該当する者

� 複数の法人等での共同申請

サービスの向上又は効率的運営を図る上で必要な場合は、複

数の法人等での共同による申請ができる。

６ 指定管理者の選定方法等

� 選定基準

ア 県営住宅における県民の平等な利用を確保できるものであ

ること。

イ 県営住宅の設置の目的を効果的に達成することができるも

のであること。

ウ 県営住宅の管理経費の縮減が図られるものであること。

エ 県営住宅の管理を適正かつ確実に行う能力を有すること。

� 選定方法

外部有識者等の委員で構成する選定審査会において、審査基

準に基づいて審査した結果を踏まえ、知事が、総合的に評価し

て、選定する。（書類審査及び面接審査の実施を予定）

７ 申請に必要な書類

� 指定管理者指定申請書

� 宣誓書

� 県営住宅の管理運営に関する事業計画書及び収支計画書

� 定款若しくは寄付行為及び法人登記事項証明書

� 申請書類を提出する日の属する事業年度の前年度における申

請者の財産目録、貸借対照表、事業報告書、損益計算書及び利

益処分計算書その他経営の状況を明らかにする書類

� 申請書類を提出する日の属する事業年度における申請者に関

する事業計画書及び収支予算書

� 申請者の概要を記載した書面

� 役員名簿

	 愛媛県税について、未納がない旨の証明書


 法人税並びに消費税及び地方消費税について、未納の税額が

ないことの証明書

� 印鑑証明書

� 申請書類のうち該当のないものについての申立書

８ 申請期間

平成２１年７月１７日（金）から７月２４日（金）までの執務時間中

（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。ただし、郵送等

により提出する場合は、書留若しくは簡易書留又は信書便でこれ

らに準ずるものにより、同日午後５時１５分までに必着のこと。
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９ 募集要項の請求先及び申請書の提出先

愛媛県土木部道路都市局建築住宅課公営住宅係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号（０８９）９１２－２７５９

１０ その他

詳細は、募集要項による。

平成２１年６月１６日 発行
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